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株式交換による宇部日東化成株式会社の完全子会社化に関するお知らせ

  このたび、宇部興産株式会社（以下「宇部興産」という）と宇部日東化成株式会社（以下「宇部日東

化成」という）は、平成 15 年 10 月 1 日を期して株式交換により宇部興産が宇部日東化成を完全子会社

とすることに合意し、平成 15 年 4 月 24 日開催の両社それぞれの取締役会における決議を経て株式交換

契約書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本株式交換は商法第 358 条

第 1 項の規定による簡易株式交換により行います。

記

１． 株式交換による完全子会社化の目的

　宇部日東化成は、合成樹脂の加工技術を基盤として電子・情報材料、ＦＲＰ、産業資材、機能繊維

などを製造・販売している宇部興産の関連会社（宇部興産の持株比率 38.09％）で、東京証券取引所

第二部に上場しています。

　宇部興産は、ＵＢＥグループの国際競争力の一層の強化とグローバルスタンダードに基づく経営体

制への変革を図るため、現在、「Ｎｅｗ２１・ＵＢＥ計画」を鋭意推進していますが、この施策の一

環として、グループのコア事業の一つである機能品事業へ経営資源を集中し、収益の飛躍・拡大を図

っています。

　このたび、宇部日東化成を株式交換の方法により宇部興産の完全子会社とすることで、機能品分野

の市場変化に臨機応変に対応した事業展開と体制整備が可能となり、多様化した顧客ニーズに対し的

確かつ迅速に製品を開発、提供できるものと確信します。また、この施策が連結業績の向上を通じＵ

ＢＥグループ全体の株主価値の向上に繋がるものと考えます。

　機能品事業における具体的な事業展開と体制整備は、以下の方針にて順次進める予定です。



（１）ポリイミド・フィルム川下事業である２層ＣＣＬ等の展開における生･販･技一体化を実現し、

市場対応力を強化する。

（２）宇部興産の素材開発と宇部日東化成の加工技術開発の融合により次世代型新事業を創生する。

（３）電子情報材料、包装材料等におけるＵＢＥグループとしての更なるシナジー効果を追求する。

２．株式交換の条件等

（１）株式交換の日程（予定）

平成 15 年 4 月 24 日 株式交換契約書承認取締役会

平成 15 年 4 月 24 日 株式交換契約書の締結

平成 15 年 6 月 27 日 株式交換契約書承認株主総会（宇部日東化成）

平成 15 年 10 月 1 日 株式交換の日

（注）商法第 358 条第 1 項（簡易株式交換）の規定に従い、宇部興産においては株主総会の

承認決議を予定しておりません。

（２）株式交換比率

宇部興産株式会社
（完全親会社）

宇部日東化成株式会社
（完全子会社）

株式交換比率 1 1.80

(注)１. 株式の割当比率

宇部日東化成株式 1 株につき、宇部興産株式 1.80 株を割当交付します。

２. 株式交換比率の算定根拠

宇部興産は、野村證券株式会社（以下「野村證券」という）に、宇部日東化成は監査

法人トーマツ（以下「トーマツ」という）に、それぞれ株式交換比率の算定を依頼し、

その算定結果を参考にして当事会社間で協議した結果、上記のとおり合意いたしまし

た。

なお、上記の株式交換比率は、算定の前提となる諸条件に重大な変更が生じた場合に

は、両社で協議のうえ、変更することがあります。

３. 第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠

宇部興産のフィナンシャル・アドバイザーである野村證券は、市場株価平均法、類似

会社比較法及びＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュフロー）法による評価結果

を参考に、これらを総合的に勘案して、株式交換比率を算定いたしました。

宇部日東化成のフィナンシャル・アドバイザーであるトーマツは、市場株価平均法、

ＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュフロー）法及び時価純資産額法による評価

結果を参考に、これらを総合的に勘案して、株式交換比率を算定いたしました。



　４．株式交換により発行する新株式数

宇部興産は株式交換に際し、普通株式 25,365,800 株を新たに発行し、宇部興産が有

する自己株式である普通株式 2,662,000 株と合わせて、普通株式 28,027,800 株を、

宇部興産を除く宇部日東化成の株主に割り当てます。

　５．新株式に対する利益配当起算日 平成 15 年 10 月 1 日

　（３）株式交換交付金

株式交換交付金はありません。

　（４）平成 16 年 3月期中間配当

宇部日東化成は１株当たり 4 円を限度に行うことができ、宇部興産は行いません。

なお、これを勘案したうえで、交換比率を決定しています。



３．株式交換の当事会社の概要（平成 14 年 9 月 30 日）

（１）商      号
宇部興産株式会社

（完全親会社）

宇部日東化成株式会社

（完全子会社）

（２）事 業 内 容     
化学･樹脂、建設資材、機械･金属成形品、石炭

及び不動産に関する事業

電子・情報材料、ＦＲＰ、産業資材、機能繊維

に関する事業

（３）設立年月日 昭和 17 年 3 月 10 日 昭和 41 年 2 月 22 日

（４）本店所在地 山口県宇部市大字小串 1978 番地の96 東京都中央区東日本橋一丁目 1 番 7 号

（５）代  表  者 代 表 取 締 役 社 長   常 見  和 正 代 表 取 締 役 社 長   山 本 　 森 一 郎

（６）資  本  金 43,565 百万円 2,492 百万円

（７）発行済株式総数 845,835,813 株 25,150,000 株

（８）株 主 資 本     91,402 百万円 8,871 百万円

（９）総  資  産 770,915 百万円 17,248 百万円

（10）決  算  期 3 月 31 日 3 月 31 日

（11）従 業 員 数     11,065 人 429 人

（12）主要取引先
化学･樹脂、建設資材、機械･金属成形品、石炭

などを広く国内外の需要家に販売

電子・情報材料、ＦＲＰ、産業資材、機能繊維

などを広く国内外の需要家に販売

（13）大株主
及び

持株比率

（平成 14 年 9 月 30 日

現在）

モルガン信託銀行(株)
(株)UFJ 銀行

(株)みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行(株)

8.26％
3.38％
3.13％
3.10％

宇部興産(株)
日東紡績(株)
宇部日東化成従業員持株会

資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行(株)

38.09％
24.27％

1.75％
1.66％

（14）主要取引銀行
(株)UFJ 銀行

(株)みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

(株)みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

(株)UFJ 銀行
中央三井信託銀行(株)

資本関係 宇部興産が宇部日東化成の発行済株式の 38.09％を所有している。

人的関係
宇部興産の元取締役・従業員３名が、宇部日東化成の代表取締役・取

締役に就任している。
（15）当事会社の関係

取引関係 相互に製品の供給を行っている。

（注）宇部興産の上記の数値は連結の数値です。



（16）最近３決算期間の業績

（百万円）

宇部興産株式会社

（完全親会社）

宇部日東化成株式会社

（完全子会社）

決  算  期
平成 12年

3 月期

平成 13年

3 月期

平成 14年

3 月期

平成 12年

3 月期

平成 13年

3 月期

平成 14年

3 月期

売  上  高 514,777 535,007 537,548 14,273 14,759 15,689

営 業 利 益 22,511 28,520 17,596 727 939 1,179

経 常 利 益 9,340 17,863 7,791 705 846 1,106

当期純利益 10,514 7,911 1,002 14 251 605

1 株当たり

当期純利益(円)
12.65 9.48 1.20 0.57 10.01 24.09

1 株当たり

年間配当金(円)
3 3 - 8 9 8

1 株当たり

株主資本(円)
107.59 112.67 115.78 339.53 341.03 355.25

（注）宇部興産の上記の数値は連結の数値です。

４．株式交換後の状況

（１） 商号、事業内容、本店所在地、代表者

当事会社の各々の商号、事業内容、本店所在地及び代表者については、「３．株式交換の当事

会社の概要」に記載の内容から変更はありません。

（２） 資本金

株式交換による宇部興産の資本金の増加はありません。

（３） 業績に与える影響

宇部日東化成は既に宇部興産の持分法適用会社であり、本株式交換の実施による宇部興産に

おける今期の連結業績への影響は軽微と見込まれます。

以  上


